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まえがき

『薬価基準制度解説』は薬価基準に関する法令、通知、その他の関係資料を収載し、解説を加えたものであり、

昭和 62年（1987）及び平成 19年（2007）にそれぞれ発行した『薬価基準制度』及び『薬価基準のしくみと解説」

を令和 4年（2022）に『薬価基準制度解説』として統合したものです。

その後、令和 5年改定時に追補版を編集しましたが、令和 6年の医療費及び薬価基準改定により『薬価基準制

度解説（2024）』を刊行することにしました。

記載内容は第 1編「医療保険制度と薬価基準制度の概要」において、医療保険制度における薬価基準の取り扱

いについて概説し、さらに令和元年以降の改定の経緯及び概要を中央社会保険医療協議会（中医協）提出資料等

を基に説明し、また新医薬品、後発品等の収載ごとに薬事日報紙の記事等により解説しています。

第 2編「薬価算定の基準及び解説」では各改定毎に中医協で見直される「薬価算定の基準」の記載順に価格の

設定および改定のルールを解説しています。

資料 1には新医薬品の薬価算定に関する品目一覧表及び品目数・算定方法等の集計を示し、具体的な算定の事

例を算定計算シートを用いて説明しました。

資料 2には費用対効果評価についてガイドライン及び評価個別品目の事例を示しました。資料 3および資料 4

には薬価基準関係用語集及び関係通知集を加えました。

さらに新薬関係ファイル 2024（Excel) には薬価算定の基準の年次順比較表及び再算定品目表など、費用対効果

関係ファイル 2024（Excel）には費用対効果取り扱い通知の年次比較表などを収載し、さらに新薬算定個別品目

（PDF) 及び費用対効果個別品目（PDF) を添付しました。

なお、いずれも令和元年以降のものであり、平成末までの通知・資料等については『薬価基準制度（平成資料版）』

を参照して下さい。

読者の皆様方の薬価基準制度の理解に役立つことを期待しています。

　令和 6（2024）年 5月　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　編者
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第 1 編　医療保険制度と薬価基準制度の概要
第 1 章　医療保険制度の概要
１　医療保険制度の構成
わが国の社会保障体系は、社会保険（医療保険・年金）、児童手当、公的扶助、社会福祉、公衆衛生、医療・環

境政策等からなる。

社会保障制度の中核的な役割を担う社会保険には、医療、年金、雇用および災害保償の各保険制度がある。

医療保険はすべての国民を対象とする「地域保険」としての国民健康保険があり、その他に企業の従事者、公

務員等を対象とする「職域保険」（又は「被用者保険」という）があり、これらに所属する者は国民健康保険の対

象外とされる。

このほか、75歳以上の者は前記の健康保険制度から分離して、独自の保険制度に加入することになっている。

65歳以上 75歳未満の一定の障害のある者を含む、「高齢者医療制度」がある。

1.1　地域保険
国民健康保険は、職域保険の適用を受けない自営業者等を対象とした地域医療保険制度であり、被保険者の疾病、

負傷、出産、死亡に関して保険給付を行うもので、市（区）町村が保険者となるものと、医師、薬剤師などの同

一地域の同業者で組織する国民健康保険組合が保険者となるものがある。

　

1.2　職域保険（被用者保険）

（1) 健康保険
健康保険制度は、主として民間のサラリーマンとその家族を対象とした職域（又は被用者）医療保険制度の中

核をなす制度であり、被保険者の業務災害以外の疾病、負傷、死亡、出産、又はその被扶養者の疾病、負傷、死亡、

出産に関して、保険給付を行う。

なお、被保険者の業務上の事由による疾病等については、労働者災害補償保険等から給付が行われる。

①全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）

保険者は、全国健康保険協会（略称：協会けんぽ）である。組合が管掌する以外の被保険者を管掌し、主に中

小企業の被保険者を対象としている。

②組合管掌健康保険

保険者は、各健康保険組合である。主として大企業の被保険者を対象としている。

（2) 船員保険（疾病部門）
船員保険制度は、大型船舶（外国航路）等の労働者を対象とした被用者保険制度であり、被保険者の職務上・

職務外の事由による疾病、負傷、死亡、出産又はその被扶養者の疾病、負傷、死亡、出産に関して、保険給付を

行う他、失業給付、労災年金給付も合わせた総合的社会保険制度であったが、制度改正により、医療保険部分は

全国健康保険協会（協会けんぽ）が運営している。

（3) 共済組合
共済組合は、公務員をはじめとした特定職域の労働者を対象としたもので、組合員の公務によらない病気、負傷、

死亡、出産又はその被扶養者の病気、負傷、死亡、出産に関して保険給付を行う短期給付と、年金給付である長

期給付及び福祉事業からなる総合的な社会保険事業である。

共済組合は国家公務員、地方公務員及び私立学校の教職員がそれぞれの組合を設立して運営している。
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属床総義歯）、一部の長期収載医薬品について同一の医薬品の最高価格帯との価格差

【解説】（令和 6年改正）

選定療養の仕組みを導入し、後発医薬品の上市後５年以上経過したもの又は後発医薬品の置換率が	50％以上となったものを

対象に、後発医薬品の最高価格帯との価格差の４分の３までを保険給付の対象とするもの（令和６	年	10	月より施行）。

いわゆる参照価格制度の導入であり、価格差のある医薬品についてその一部を患者負担とするものである。令和 6年 10月時

点では価格差の 4分の 1が患者負担となる。

長期収載品の保険給付の在り方の見直し

➢ 長期収載品の使用について、 ①銘柄名処方の場合であって、患者希望により長期収載品を処方・調剤した場合や、
②一般名処方の場合は、選定療養の対象とする。

➢ ただし、①医療上の必要性があると認められる場合（例：医療上の必要性により医師が銘柄名処方（後発品への
変更不可）をした場合）や、②薬局に後発医薬品の在庫が無い場合など、後発医薬品を提供することが困難な場
合については、選定療養とはせず、引き続き、保険給付の対象とする。

保険給付と選定療養の適用場面

➢ 後発医薬品上市後、徐々に後発品に置換えが進むという実態を踏まえ、
① 長期収載品の薬価ルールにおいては後発品上市後５年から段階的に薬価を引き下げることとしている。この点
を参考に、後発品上市後５年を経過した長期収載品については選定療養の対象（※）とする。
※ ただし、置換率が極めて低い場合（市場に後発医薬品がほぼ存在しない場合）については、対象外とする。

② また、後発品上市後５年を経過していなくても、置換率が に達している場合には、後発品の選択が一般的
に可能な状態となっていると考えられ、選定療養の対象とする。

選定療養の対象品目の範囲

➢ 選定療養の場合には、長期収載品と後発品の価格差を踏まえ、後発医薬品の最高価格帯との価格差の４分の３ま
でを保険給付の対象とする。

➢ 選定療養に係る負担は、医療上の必要性等の場合は長期収載品の薬価で保険給付されることや、市場実勢価格等
を踏まえて長期収載品の薬価が定められていることを踏まえ、上記価格差の 分の１相当分とする。

保険給付と選定療養の負担に係る範囲

医療保険財政の中で、イノベーションを推進する観点から、長期収載品について、保険給付の在り方
の見直しを行うこととし、選定療養の仕組みを導入する。※準先発品を含む。

令和６年度診療報酬改定 Ⅰ－３ 医薬品産業構造の転換も見据えたイノベーションの適切な評価や医薬品の安定供給の確保等－①

※具体的な対象品目や運用等の詳細については３月中に通知予定

参考

2.8　医療保険の対象となる医薬品

1 使用できる医薬品の範囲
医療保険で使用できる医薬品は、厚生労働大臣の定める薬価基準に収載される医薬品及び治験薬である。

2 投薬期間
向精神薬、麻薬などの一部の医薬品については投薬できる期間が制限されている。

3 医薬品の適応外使用
医薬品は、薬事承認の効能・効果、用法・用量など学問的にその妥当性が認められている範囲内での適用とさ

れている。

しかし、わが国での治験の空洞化、新薬承認の遅延などにより、薬価基準未収載医薬品または収載医薬品の適

応外使用を認めるべきとの意見もあることから、医薬品について保険外併用療法の制度を利用した次のような取

り扱いとなっている。

（1） 保険給付の対象とするもの

①	薬価基準収載医薬品でいわゆる 55年通知または支払基金審査情報提供事例において容認とされたもの。

②	薬事・食品衛生審議会において公知申請の事前評価が終了したもの。

（2） 保険給付の保険外併用療法の取扱いとするもの（医薬品に係る費用は患者の自己負担となる）。

①	治験薬の使用
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○業務の効率化に資する ICT の利活用の推進、その他長時間労働などの厳しい勤務環境の改善に向けての取組の評価

○地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の確保

○令和３年 11月に閣議決定された経済対策を踏まえ、看護の現場で働く方々の収入の引上げ等に係る必要な対応について検

討するとともに、負担軽減に資する取組を推進

（３）患者・国民にとって身近であって、安心・安全で質の高い医療の実現

【具体的方向性の例】

○患者にとって安心・安全に医療を受けられるための体制の評価や医薬品の安定供給の確保等

○医療における ICT の利活用・デジタル化への対応

○アウトカムにも着目した評価の推進

○重点的な対応が求められる分野について、国民の安心・安全を確保する観点からの適切な評価

○口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応の充実、生活の質に配慮した歯科医療

の推進

○薬局の地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な評価、薬局・薬剤師業務の対物中心から対人中心への転換の推進、病棟

薬剤師業務の評価	 	 	 	 	 	

（４）効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可能性の向上

【具体的方向性の例】

○後発医薬品やバイオ後続品の使用促進

○費用対効果評価制度の活用

○市場実勢価格を踏まえた適正な評価等

○医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価（再掲）

○外来医療の機能分化等（再掲）

○重症化予防の取組の推進

○医師・病棟薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組による医薬品の適正使用等の推進

○効率性等に応じた薬局の評価の推進		 	 	 	 	

		

 4 令和 6 年の改定
【改定率等】	

１．診療報酬	＋０．８８％（国費	800	億円程度（令和６年度予算額。以下同じ））
※１うち、※２～４を除く改定分	＋０．４６％	
各科改定率
		医科	＋０．５２％
		歯科	＋０．５７％	
		調剤	＋０．１６％
40	歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上

げに資する措置分（＋ 0�28％程度）を含む。
※２	うち、看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種（上記※１を除く）について、令和６年度にベア

＋ 2�5％、令和７年度にベア＋ 2�0％を実施していくための特例的な対応＋ 0�61％
※３	うち、入院時の食費基準額の引き上げ（１食当たり	30	円）の対応（うち、患者負担については、原則、

１食当たり	30	円、低所得者については、所得区分等に応じて	10 ～ 20	円）	＋ 0�06％
※４	うち、生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化		▲ 0�25％
（注）令和６年６月施行

２．薬価等
①薬価▲ 0�97％（国費▲ 1,200	億円程度）
②材料価格▲ 0�02％（国費▲ 20	億円程度）
合計▲ 1�00％（国費▲ 1,200	億円程度）
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6　令和 6 年 4 月

薬価改定の骨子

令和６年度薬価制度改革の骨子（令和	5	年	12	月	20	日	中央社会保険医療協議会	了解）	

第１			基本的考え方	

これまでの累次の薬価改定の結果や現下の課題、「経済財政運営と改革の基本方針	2023」（令和５年６月	16	日

閣議決定）において、「創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製品の開発強化、研究開発

型のビジネスモデルへの転換促進等を行うため、保険収載時を始めとするイノベーションの適切な評価などの更

なる薬価上の措置（中略）を推進する。これらにより、ドラッグラグ・ドラッグロスの問題に対応する。」、「医療

上の必要性を踏まえた後発品を始めとする医薬品の安定供給確保（中略）を図る。」とされていることなどを踏ま

え、令和６年度薬価制度改革においては、以下の点に基づき対応することとする。	

・	 我が国の創薬力強化とともに、ドラッグ・ラグ／ドラッグ・ロスの解消を実現するため、革新的新薬のイ

ノベーションの適切な評価を推進するための薬価上の措置を行う。	

・	 後発品を中心とした安定供給の課題を解消するため、後発品企業の産業構造の転換を促すとともに、医療

上必要性の高い品目の安定供給の確保につなげるための薬価上の措置を行う。	

・	 なお、これらの薬価上の措置を行うとともに、長期収載品から後発品へのさらなる置換えを従来とは異な

る方法で進めることにより、我が国の製薬産業について長期収載品に依存するモデルから高い創薬力を持つ研究

開発型のビジネスモデルへの転換を進めていく。	
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薬価基準改定の概要（令和 6 年）

１．実施時期

官報告示：令和６年３月５日（火）	

実	 施：令和６年４月１日（月）

２．改定の主な事項

○	 薬価調査結果に基づき、薬価基準を全面改定した。

○	 「薬価算定の基準について」（令和６年２月１４日中央社会保険医療協議会了解）に基づき、市場実勢価格

加重平均値調整幅方式により算定した。

○	 改定率は、医療費ベースで▲ 0�97％（薬剤費ベースで▲ 4�67%）

このうち、実勢価等改定分は、医療費ベースで▲ 0�83%（薬剤費ベースで▲ 4�00％）

○	 薬価基準の収載医薬品（告示数）は次のとおり

内	用	薬 注	射	薬 外	用	薬 歯科用薬剤 合計
告示数 7,264 3,567 2,060 26 12,917
（参考）品目数 11,171 3,730 2,354 26 17,281

	

【参考	】
		Ⅰ　長期収載品の薬価の改定
１．後発品への置換えが進まない先発品の薬価の引下げ（Z2）の対象	 （品目リスト：別添１－１）

後発品置換え率 合計60%未満 60%以上 80%未満
成分数 28 35 63
告示数 62 72 134
（参考）品目数 62 72 134

２．後発品収載後 10年を経過した長期収載品の後発品価格への引下げ（G1／ G2／ C）の対象	（品目リスト：

別添１－２）

区分 成分数 告示数 （参考）品目数
G1（前倒しの対象も含む） 127（12※） 318（30※） 318（30※）
G2（前倒しの対象も含む） 92（0※） 160（0※） 160（0※）
C 後発品置換え率 60%未満 123 241 241

60%以 80%未満 90 165 165
Ｃ計 213 406 406

合計 432 884 884
※	 今回の改定で G1／ G2前倒しの対象となったものの内数

３．令和２年度以降の改定で後発品置換え率80％を超えたことのある品目（２．を除く）：３２成分８３品目		（品

目リスト：別添２）
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63　新薬の収載

4 月 17 日、新薬 10成分 15品目を薬価基準に収載する。

内訳は、内用薬 4成分 7品目、注射薬 6成分 8品目。有用性加算 40％超に 4成分 6品目が該当したが、原価

計算方式による開示度 50％未満として、2024 年度薬価制度改革で新設された迅速導入加算の加算対象となった

アレクシオンファーマの発作性夜間ヘモグロビン尿症（PNH）治療剤「ボイデヤ錠 50mg」（一般名：ダニコパン）

を含めた 3成分 5品目に加算係数ゼロが適用された。
(薬事日報 12872 号　2024�04�12)

（ 2 ）第12872号 2024（令和６）年 4 月12日　金曜日（第三種郵便物認可） 藥　事　日　報
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イ
ン
ジ
ェ
ク

タ
ー
、
同
２
５
０
㎎
シ
リ
ン
ジ

（
日
本
イ
ー
ラ
イ
リ
リ
ー
）：
新

有
効
成
分
の
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ

を
含
有
す
る
ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚

炎
治
療
剤
。

レ
オ
フ
ァ
ー
マ
の
ア
ド
ト

ラ
ー
ザ
皮
下
注
１
５
０
㎎
シ
リ

ン
ジ
（
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
）
を

比
較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較

方
式
Ⅰ
で
算
定
し
た
額
に
、
小

児
向
け
用
法
・
用
量
が
明
示
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
５
％
の
小

児
加
算
を
付
け
た
。

薬
価
は
、
２
５
０
㎎
２
mL
１

キ
ッ
ト
、
２
５
０
㎎
２
mL
１
筒

共
に
６
万
１
５
２
０
円
。
予
測

市
場
規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
10
年

目
に
２
万
４
０
０
０
人
、
販
売

額
は
２
６
６
億
円
。

▽
ラ
パ
リ
ム
ス
顆
粒
０
・

２
％（
ノ
ー
ベ
ル
フ
ァ
ー
マ
）：

有
効
成
分
の
シ
ロ
リ
ム
ス
を
含

有
す
る
リ
ン
パ
脈
管
筋
腫
症

治
療
剤
。
同
社
の
ラ
パ
リ
ム
ス

錠
１
㎎
（
シ
ロ
リ
ム
ス
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
額
に
、
国
内

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
同
剤
を
用

い
た
治
療
法
が
優
先
的
に
考

慮
さ
れ
る
と
記
載
さ
れ
て
い

る
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
15
％

の
有
用
性
加
算
Ⅱ
が
適
用
さ

れ
た
。

薬
価
は
、
０
・
２
％
１
ｇ
が

３
０
１
０
・
20
円
。
予
測
市
場

規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
４
年
目
に

９
２
８
人
、
販
売
額
は
５
億
１

０
０
０
万
円
。

▽
タ
ー
ゼ
ナ
カ
プ
セ
ル
０
・

１
㎎
、
同
０
・
25
㎎
、
同
１
㎎

（
フ
ァ
イ
ザ
ー
）：
新
有
効
成
分

の
タ
ラ
ゾ
パ
リ
ブ
ト
シ
ル
酸
塩

を
含
有
す
る
抗
癌
剤
。
ア
ス
ト

ラ
ゼ
ネ
カ
の
リ
ム
パ
ー
ザ
錠
１

５
０
㎎
（
オ
ラ
パ
リ
ブ
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
０
・
１
㎎
１
カ
プ

セ
ル
が
３
９
２
０
・
70
円
、

０
・
25
㎎
１
カ
プ
セ
ル
が
９
５

７
６
・
00
円
、
１
㎎
１
カ
プ
セ

ル
が
２
万
１
５
４
７
・
10
円
。

予
測
市
場
規
模
は
ピ
ー
ク
時
の

10
年
目
に
６
８
２
人
、
販
売
額

は
30
億
円
。

▽
ア
イ
リ
ー
ア
８
㎎
硝
子
体

内
注
射
液
１
１
４
・
３
㎎
／
mL

（
バ
イ
エ
ル
）：
新
有
効
成
分
の

ア
フ
リ
ベ
ル
セ
プ
ト
を
含
有
す

る
眼
科
用
Ｖ
Ｅ
Ｇ
Ｆ
阻
害
剤
。

中
外
製
薬
の
バ
ビ
ー
ス
モ
硝
子

体
内
注
射
液
１
２
０
㎎
／
mL
を

比
較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較

方
式
Ⅰ
（
既
に
ア
イ
リ
ー
ア
硝

子
体
内
注
射
液
40
㎎
／
mL
が
あ

る
た
め
、
組
成
お
よ
び
投
与
形

態
が
同
一
で
、
医
療
上
の
必
要

性
か
ら
用
法
・
用
量
を
変
更
し

た
新
薬
の
薬
価
算
定
の
特
例
）

で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
８
㎎
０
・
07�

mL
１

瓶
が
18
万
１
７
６
３
円
。
予
測

市
場
規
模
は
、
ピ
ー
ク
時
の
３

年
目
に
４
万
３
０
０
０
人
、
販

売
額
は
３
５
１
億
円
。

▽
ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下

注
（
ア
ル
ジ
ェ
ニ
ク
ス
ジ
ャ
パ

ン
）：
新
有
効
成
分
の
エ
フ
ガ

ル
チ
ギ
モ
ド
ア
ル
フ
ァ
を
含
有

す
る
全
身
型
重
症
筋
無
力
症
治

療
剤
。
同
社
の
ウ
ィ
フ
ガ
ー
ト

点
滴
静
注
４
０
０
㎎
（
エ
フ
ガ

ル
チ
ギ
モ
ド
ア
ル
フ
ァ
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
５
・
６
mL
１
瓶
が

60
万
４
５
６
９
円
。
予
測
市
場

規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
10
年
目
に

１
９
０
０
人
、
販
売
額
は
２
０

８
億
円
。

新医薬品一覧表（2024年４月17日収載予定）
No. 薬効分類 銘　柄　名 会社名 規格単位 成分名 算定薬価 承認区分 算定方式 補正加算等

1 内399

ゾキンヴィカプセル50mg
ゾキンヴィカプセル75mg

アンジェス 50mg1カプセル
75mg1カプセル

ロナファルニブ 91,796.40円
136,544.00円

新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=45%
市場性加算（Ⅰ）A=15%
加算係数　0
新薬創出等加算

2 内399

ボイデヤ錠50mg アレクシオンファー
マ

50mg1錠 ダニコパン 2,259.20円 新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=40%
市場性加算（Ⅰ）A=10%
迅速導入加算A=10%
加算係数　0
新薬創出等加算

3 内429
ターゼナカプセル0.1mg
ターゼナカプセル0.25mg
ターゼナカプセル1mg

ファイザー 0.1mg1カプセル
0.25mg1カプセル
1mg1カプセル

タラゾパリブトシル酸塩 3,920.70円
9,576.00円

21,547.10円

新有効成分含有医
薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ）
－

4 内429
ラパリムス顆粒0.2% ノーベルファーマ 0.2%1g シロリムス 3,010.20円 新効能医薬品、新

用量医薬品、剤形
追加に係る医薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ） 有用性加算（Ⅱ）A=15%
新薬創出等加算

5 注113 フィコンパ点滴静注用2mg エーザイ 2mg1瓶 ペランパネル水和物 1,962円 新投与経路医薬品 類似薬効比較方式（Ⅰ） 小児加算A=5%
新薬創出等加算

6 注131 アイリーア8mg硝子体内注射液
114.3mg/mL

バイエル薬品 8mg0.07mL1瓶 アフリベルセプト（遺
伝子組み換え）

181,763円 新剤形医薬品 類似薬効比較方式（Ⅰ） －

7 注218
エヴキーザ点滴静注液345mg Ultragenyx Japan 345mg2.3ｍL1瓶 エビナクマブ（遺伝子

組み換え）
1,409,928円 新有効成分含有医

薬品
類似薬効比較方式（Ⅰ） 有用性加算（Ⅰ）A=40%

小児加算A=10%
新薬創出等加算

8 注339

レブロジル皮下注用25mg
レブロジル皮下注用75mg

ブリストル・マイ
ヤーズ スクイブ

25mg1瓶
75mg1瓶

ルスパテルセプト（遺
伝子組み換え）

184,552円
551,000円

新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=45%
市場性加算（Ⅰ）A=10%
加算係数　0
新薬創出等加算
費用対効果評価（H1）

9 注449

イブグリース皮下注250mg
オートインジェクター

イブグリース皮下注250mg
シリンジ

日 本 イ ー ラ イ リ
リー

250mg2mL1キット

250mg2mL1筒

レブリキズマブ（遺伝
子組み換え）

61,520円

61,520円

新有効成分含有医
薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ） 小児加算A=5%
新薬創出等加算

10 注639

ヒフデュラ配合皮下注 ア ル ジ ェ ニ ク ス
ジャパン

5.6mL1瓶 エ フ ガ ル チ ギ モ ド ア
ルファ（遺伝子組み換
え ）・ ボ ル ヒ ア ル ロ ニ
ダーゼ アルファ（遺伝
子組み換え）

604,569円 新有効成分含有医
薬品、新医療用配
合剤

類似薬効比較方式（Ⅰ） 新薬創出等加算
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厚
生
労
働
省
は
17
日
付
で
、新
薬
10
成
分
15
品
目
を
薬
価
基
準
に
収
載
す
る
。内
訳
は
、

内
用
薬
４
成
分
７
品
目
、
注
射
薬
６
成
分
８
品
目
。
有
用
性
加
算
40
％
超
に
４
成
分
６
品

目
が
該
当
し
た
が
、
原
価
計
算
方
式
に
よ
る
開
示
度
50
％
未
満
と
し
て
、
２
０
２
４
年
度

薬
価
制
度
改
革
で
新
設
さ
れ
た
迅
速
導
入
加
算
の
加
算
対
象
と
な
っ
た
ア
レ
ク
シ
オ
ン

フ
ァ
ー
マ
の
発
作
性
夜
間
ヘ
モ
グ
ロ
ビ
ン
尿
症（
Ｐ
Ｎ
Ｈ
）治
療
剤「
ボ
イ
デ
ヤ
錠
50
㎎
」

（
一
般
名
：
ダ
ニ
コ
パ
ン
）を
含
め
た
３
成
分
５
品
目
に
加
算
係
数
ゼ
ロ
が
適
用
さ
れ
た
。

10
日
の
中
央
社
会
保
険
医
療
協
議
会
総
会
で
了
承
さ
れ
た
。

▽
ボ
イ
デ
ヤ
錠
50
㎎
（
ア
レ

ク
シ
オ
ン
フ
ァ
ー
マ
）：
新
有

効
成
分
の
ダ
ニ
コ
パ
ン
を
含
有

す
る
Ｐ
Ｎ
Ｈ
治
療
剤
で
、
原
価

計
算
方
式
で
算
定
し
た
。
製
品

総
原
価
１
５
９
１
・
30
円
に
営

業
利
益
３
１
６
・
70
円
、
流
通

経
費
１
４
５
・
80
円
、
消
費
税

を
積
み
上
げ
た
。

同
剤
は
、
国
内
に
お
け
る
承

認
申
請
が
欧
米
で
最
も
早
い
承

認
申
請
か
ら
６
カ
月
以
内
ま
た

は
承
認
が
欧
米
よ
り
早
い
な

ど
、
24
年
度
薬
価
制
度
改
革
で

新
設
さ
れ
た
迅
速
導
入
加
算
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
か
ら
、

10
％
の
同
加
算
に
該
当
。

ま
た
、
既
存
薬
剤
と
異
な
る

作
用
点
を
持
ち
、
臨
床
試
験
に

お
い
て
既
存
治
療
で
十
分
な
効

果
が
認
め
ら
れ
な
い
患
者
を
対

象
に
プ
ラ
セ
ボ
群
に
対
す
る
同

剤
群
の
優
越
性
が
検
証
さ
れ
た

こ
と
な
ど
か
ら
40
％
の
有
用
性

加
算
Ⅰ
、
希
少
疾
病
用
医
薬
品

で
あ
る
た
め
10
％
の
市
場
性
加

算
に
も
該
当
し
た
が
、
原
価
開

示
度
50
％
未
満
で
あ
る
た
め
、

加
算
係
数
ゼ
ロ
が
適
用
さ
れ

た
。薬

価
は
、
50
㎎
１
錠
が
２
２

５
９
・
20
円
。
予
測
市
場
規
模

は
ピ
ー
ク
時
の
４
年
目
に
61

人
、
販
売
額
は
５
億
３
０
０
０

万
円
。

▽
ゾ
キ
ン
ヴ
ィ
カ
プ
セ
ル

50
㎎
、
同
75
㎎
（
ア
ン
ジ
ェ

ス
）：
新
有
効
成
分
の
ロ
ナ

フ
ァ
ル
ニ
ブ
を
含
有
す
る
早
老

症
治
療
用
剤
で
、
原
価
計
算
方

式
で
算
定
し
た
。
50
㎎
で
は
、

製
品
総
原
価
６
万
４
６
５
６
・

90
円
に
営
業
利
益
１
万
２
８
６

９
・
40
円
、
流
通
経
費
５
９
２

５
・
00
円
、
消
費
税
を
積
み
上

げ
た
。

対
象
疾
患
は
標
準
治
療
法
が

確
立
さ
れ
て
い
な
い
致
死
的
疾

患
の
一
方
、
同
剤
で
は
臨
床
試

験
成
績
等
か
ら
有
効
性
が
期
待

さ
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
45
％
の

有
用
性
加
算
Ⅰ
、
希
少
疾
病
用

医
薬
品
に
指
定
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
15
％
の
市
場
性
加
算
Ⅰ

に
該
当
し
た
が
、
原
価
開
示
度

50
％
未
満
で
あ
る
た
め
加
算
係

数
ゼ
ロ
と
な
っ
た
。

薬
価
は
、
50
㎎
１
カ
プ
セ
ル

有
効
成
分
の
ル
ス
パ
テ
ル
セ
プ

ト
を
含
有
す
る
赤
血
球
成
熟
促

進
剤
。
原
価
計
算
方
式
で
算
定

し
た
。
25
㎎
１
瓶
で
は
、
製
品

総
原
価
12
万
９
９
８
９
円
に
営

業
利
益
２
万
５
８
７
３
円
、
流

通
経
費
１
万
１
９
１
２
円
、
消

費
税
を
積
み
上
げ
た
。

新
規
作
用
機
序
を
持
つ
こ
と

や
対
象
疾
患
で
約
９
年
４
カ
月

に
わ
た
っ
て
新
薬
の
薬
価
収
載

が
な
い
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、

45
％
の
有
用
性
加
算
Ⅰ
、
希
少

疾
病
用
医
薬
品
の
た
め
10
％
の

市
場
性
加
算
Ⅰ
に
該
当
し
た

が
、
原
価
開
示
度
50
％
未
満
で

加
算
係
数
ゼ
ロ
が
適
用
さ
れ

た
。薬

価
は
、
25
㎎
１
瓶
が
18
万

４
５
５
２
円
、
75
㎎
１
瓶
が
55

万
１
０
０
０
円
。
予
測
市
場
規

模
は
ピ
ー
ク
時
の
10
年
目
に
２

７
０
０
人
、
販
売
額
は
１
２
３

億
円
。

▽
エ
ヴ
キ
ー
ザ
点
滴
静
注
液

３
４
５
㎎
（
ウ
ル
ト
ラ
ジ
ェ
ニ

ク
ス
ジ
ャ
パ
ン
）：
新
有
効
成

分
の
エ
ビ
ナ
ク
マ
ブ
を
含
有
す

る
ホ
モ
接
合
体
家
族
性
高
コ
レ

ス
テ
ロ
ー
ル
血
症
治
療
剤
。

レ
コ
ル
ダ
テ
ィ
・
レ
ア
・

デ
ィ
ジ
ー
ズ
・
ジ
ャ
パ
ン
の

ジ
ャ
ク
ス
タ
ピ
ッ
ド
カ
プ
セ
ル

20
㎎
（
ロ
ミ
タ
ピ
ド
メ
シ
ル
酸

塩
）
を
比
較
薬
と
し
、
類
似
薬

効
比
較
方
式
Ⅰ
で
算
定
。
さ
ら

に
、
既
存
の
薬
剤
と
異
な
る
新

規
薬
理
作
用
を
持
ち
、
最
大
耐

用
量
の
脂
質
低
下
療
法
で
効
果

不
十
分
な
患
者
に
臨
床
試
験
で

有
効
性
・
安
全
性
が
確
認
さ
れ

た
た
め
40
％
の
有
用
性
加
算

Ⅰ
、
小
児
向
け
用
法
・
用
量
が

含
ま
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
10
％

の
小
児
加
算
が
適
用
さ
れ
た
。

薬
価
は
、
３
４
５
㎎
２
・
３

mL
１
瓶
が
１
４
０
万
９
９
２
８

円
。
予
測
市
場
規
模
は
、
ピ
ー

ク
時
の
９
年
目
に
１
０
６
人
、

販
売
額
は
58
億
円
。

▽
フ
ィ
コ
ン
パ
点
滴
静
注
用

２
㎎
（
エ
ー
ザ
イ
）：
新
有
効

成
分
の
ペ
ラ
ン
パ
ネ
ル
水
和
物

を
含
有
す
る
抗
て
ん
か
ん
剤
。

ユ
ー
シ
ー
ビ
ー
ジ
ャ
パ
ン
の

ビ
ム
パ
ッ
ト
点
滴
静
注
１
０
０

㎎
（
ラ
コ
サ
ミ
ド
）
を
比
較
薬

と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方
式
Ⅰ

で
算
定
し
た
額
に
、
小
児
向
け

用
法
・
用
量
が
明
示
さ
れ
て
い

る
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
５
％

の
小
児
加
算
を
適
用
し
た
。

薬
価
は
、
２
㎎
１
瓶
が
１
９

６
２
円
。
予
測
市
場
規
模
は

ピ
ー
ク
時
の
６
年
目
に
１
万
６

０
０
０
人
、
販
売
額
は
１
億
３

０
０
０
万
円
。

低
開
示
度
で
加
算
ゼ
ロ
５
品
目

初
の
迅
速
加
算
報
わ
れ
ず

厚
労
省
　

17
日
付
薬
価
収
載

が
９
万
１
７
９
６
・
40
円
、
75

㎎
１
カ
プ
セ
ル
が
13
万
６
５
４

４
・
00
円
。
予
測
市
場
規
模
は

ピ
ー
ク
時
の
９
年
目
に
６
人
、

販
売
額
は
７
億
円
。

▽
レ
ブ
ロ
ジ
ル
皮
下
注
用
25

㎎
、
同
75
㎎
（
ブ
リ
ス
ト
ル
・

マ
イ
ヤ
ー
ズ
ス
ク
イ
ブ
）：
新

▽
イ
ブ
グ
リ
ー
ス
皮
下
注
２

５
０
㎎
オ
ー
ト
イ
ン
ジ
ェ
ク

タ
ー
、
同
２
５
０
㎎
シ
リ
ン
ジ

（
日
本
イ
ー
ラ
イ
リ
リ
ー
）：
新

有
効
成
分
の
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ

を
含
有
す
る
ア
ト
ピ
ー
性
皮
膚

炎
治
療
剤
。

レ
オ
フ
ァ
ー
マ
の
ア
ド
ト

ラ
ー
ザ
皮
下
注
１
５
０
㎎
シ
リ

ン
ジ
（
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
）
を

比
較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較

方
式
Ⅰ
で
算
定
し
た
額
に
、
小

児
向
け
用
法
・
用
量
が
明
示
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
５
％
の
小

児
加
算
を
付
け
た
。

薬
価
は
、
２
５
０
㎎
２
mL
１

キ
ッ
ト
、
２
５
０
㎎
２
mL
１
筒

共
に
６
万
１
５
２
０
円
。
予
測

市
場
規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
10
年

目
に
２
万
４
０
０
０
人
、
販
売

額
は
２
６
６
億
円
。

▽
ラ
パ
リ
ム
ス
顆
粒
０
・

２
％（
ノ
ー
ベ
ル
フ
ァ
ー
マ
）：

有
効
成
分
の
シ
ロ
リ
ム
ス
を
含

有
す
る
リ
ン
パ
脈
管
筋
腫
症

治
療
剤
。
同
社
の
ラ
パ
リ
ム
ス

錠
１
㎎
（
シ
ロ
リ
ム
ス
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
額
に
、
国
内

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
同
剤
を
用

い
た
治
療
法
が
優
先
的
に
考

慮
さ
れ
る
と
記
載
さ
れ
て
い

る
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
15
％

の
有
用
性
加
算
Ⅱ
が
適
用
さ

れ
た
。

薬
価
は
、
０
・
２
％
１
ｇ
が

３
０
１
０
・
20
円
。
予
測
市
場

規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
４
年
目
に

９
２
８
人
、
販
売
額
は
５
億
１

０
０
０
万
円
。

▽
タ
ー
ゼ
ナ
カ
プ
セ
ル
０
・

１
㎎
、
同
０
・
25
㎎
、
同
１
㎎

（
フ
ァ
イ
ザ
ー
）：
新
有
効
成
分

の
タ
ラ
ゾ
パ
リ
ブ
ト
シ
ル
酸
塩

を
含
有
す
る
抗
癌
剤
。
ア
ス
ト

ラ
ゼ
ネ
カ
の
リ
ム
パ
ー
ザ
錠
１

５
０
㎎
（
オ
ラ
パ
リ
ブ
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
０
・
１
㎎
１
カ
プ

セ
ル
が
３
９
２
０
・
70
円
、

０
・
25
㎎
１
カ
プ
セ
ル
が
９
５

７
６
・
00
円
、
１
㎎
１
カ
プ
セ

ル
が
２
万
１
５
４
７
・
10
円
。

予
測
市
場
規
模
は
ピ
ー
ク
時
の

10
年
目
に
６
８
２
人
、
販
売
額

は
30
億
円
。

▽
ア
イ
リ
ー
ア
８
㎎
硝
子
体

内
注
射
液
１
１
４
・
３
㎎
／
mL

（
バ
イ
エ
ル
）：
新
有
効
成
分
の

ア
フ
リ
ベ
ル
セ
プ
ト
を
含
有
す

る
眼
科
用
Ｖ
Ｅ
Ｇ
Ｆ
阻
害
剤
。

中
外
製
薬
の
バ
ビ
ー
ス
モ
硝
子

体
内
注
射
液
１
２
０
㎎
／
mL
を

比
較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較

方
式
Ⅰ
（
既
に
ア
イ
リ
ー
ア
硝

子
体
内
注
射
液
40
㎎
／
mL
が
あ

る
た
め
、
組
成
お
よ
び
投
与
形

態
が
同
一
で
、
医
療
上
の
必
要

性
か
ら
用
法
・
用
量
を
変
更
し

た
新
薬
の
薬
価
算
定
の
特
例
）

で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
８
㎎
０
・
07�

mL
１

瓶
が
18
万
１
７
６
３
円
。
予
測

市
場
規
模
は
、
ピ
ー
ク
時
の
３

年
目
に
４
万
３
０
０
０
人
、
販

売
額
は
３
５
１
億
円
。

▽
ヒ
フ
デ
ュ
ラ
配
合
皮
下

注
（
ア
ル
ジ
ェ
ニ
ク
ス
ジ
ャ
パ

ン
）：
新
有
効
成
分
の
エ
フ
ガ

ル
チ
ギ
モ
ド
ア
ル
フ
ァ
を
含
有

す
る
全
身
型
重
症
筋
無
力
症
治

療
剤
。
同
社
の
ウ
ィ
フ
ガ
ー
ト

点
滴
静
注
４
０
０
㎎
（
エ
フ
ガ

ル
チ
ギ
モ
ド
ア
ル
フ
ァ
）
を
比

較
薬
と
し
、
類
似
薬
効
比
較
方

式
Ⅰ
で
算
定
し
た
。

薬
価
は
、
５
・
６
mL
１
瓶
が

60
万
４
５
６
９
円
。
予
測
市
場

規
模
は
ピ
ー
ク
時
の
10
年
目
に

１
９
０
０
人
、
販
売
額
は
２
０

８
億
円
。

新医薬品一覧表（2024年４月17日収載予定）
No. 薬効分類 銘　柄　名 会社名 規格単位 成分名 算定薬価 承認区分 算定方式 補正加算等

1 内399

ゾキンヴィカプセル50mg
ゾキンヴィカプセル75mg

アンジェス 50mg1カプセル
75mg1カプセル

ロナファルニブ 91,796.40円
136,544.00円

新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=45%
市場性加算（Ⅰ）A=15%
加算係数　0
新薬創出等加算

2 内399

ボイデヤ錠50mg アレクシオンファー
マ

50mg1錠 ダニコパン 2,259.20円 新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=40%
市場性加算（Ⅰ）A=10%
迅速導入加算A=10%
加算係数　0
新薬創出等加算

3 内429
ターゼナカプセル0.1mg
ターゼナカプセル0.25mg
ターゼナカプセル1mg

ファイザー 0.1mg1カプセル
0.25mg1カプセル
1mg1カプセル

タラゾパリブトシル酸塩 3,920.70円
9,576.00円

21,547.10円

新有効成分含有医
薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ）
－

4 内429
ラパリムス顆粒0.2% ノーベルファーマ 0.2%1g シロリムス 3,010.20円 新効能医薬品、新

用量医薬品、剤形
追加に係る医薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ） 有用性加算（Ⅱ）A=15%
新薬創出等加算

5 注113 フィコンパ点滴静注用2mg エーザイ 2mg1瓶 ペランパネル水和物 1,962円 新投与経路医薬品 類似薬効比較方式（Ⅰ） 小児加算A=5%
新薬創出等加算

6 注131 アイリーア8mg硝子体内注射液
114.3mg/mL

バイエル薬品 8mg0.07mL1瓶 アフリベルセプト（遺
伝子組み換え）

181,763円 新剤形医薬品 類似薬効比較方式（Ⅰ） －

7 注218
エヴキーザ点滴静注液345mg Ultragenyx Japan 345mg2.3ｍL1瓶 エビナクマブ（遺伝子

組み換え）
1,409,928円 新有効成分含有医

薬品
類似薬効比較方式（Ⅰ） 有用性加算（Ⅰ）A=40%

小児加算A=10%
新薬創出等加算

8 注339

レブロジル皮下注用25mg
レブロジル皮下注用75mg

ブリストル・マイ
ヤーズ スクイブ

25mg1瓶
75mg1瓶

ルスパテルセプト（遺
伝子組み換え）

184,552円
551,000円

新有効成分含有医
薬品

原価計算方式 有用性加算（Ⅰ）A=45%
市場性加算（Ⅰ）A=10%
加算係数　0
新薬創出等加算
費用対効果評価（H1）

9 注449

イブグリース皮下注250mg
オートインジェクター

イブグリース皮下注250mg
シリンジ

日 本 イ ー ラ イ リ
リー

250mg2mL1キット

250mg2mL1筒

レブリキズマブ（遺伝
子組み換え）

61,520円

61,520円

新有効成分含有医
薬品

類似薬効比較方式（Ⅰ） 小児加算A=5%
新薬創出等加算

10 注639

ヒフデュラ配合皮下注 ア ル ジ ェ ニ ク ス
ジャパン

5.6mL1瓶 エ フ ガ ル チ ギ モ ド ア
ルファ（遺伝子組み換
え ）・ ボ ル ヒ ア ル ロ ニ
ダーゼ アルファ（遺伝
子組み換え）

604,569円 新有効成分含有医
薬品、新医療用配
合剤

類似薬効比較方式（Ⅰ） 新薬創出等加算
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